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１．本調査の概要 

 

1－1 調査の目的   

本市では、維持管理対象の道路施設が増加し続ける中、整備後 50 年以上経

過する道路施設も多く、維持管理コストの大幅な増加が懸念されている。一方

で財源の確保や、土木職員が減少する中での維持管理体制の維持など、課題は

山積している。 

このため、他の道路管理者における維持管理業務の効率化に関する取り組み

について調査を行い、その導入について検討を行っているところである。 

近年、 3 次元点群データ・全方位動画と電子化した各種台帳データを GIS

上に搭載し一元管理及び利活用するシステム（以下、本システムという）が開

発・実用化され、維持管理に関する一部業務において作業時間が 80～95％縮

減されるなど、大きな生産性向上効果が報告されている。 

このような状況を踏まえ、本市においても本システムの部分的試行運用によ

り、その導入効果について予測分析し、道路施設維持管理の更なる効率化につ

いて検討を実施するものである。 

 

  

 

図 1-1 GIS や 3 次元点群データを活用した構造物管理システム概念図 
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1－2 調査の流れ 

  以下に調査の流れ、調査実施フローを示す。 

 

(1)維持管理手法や予算等ヒアリング・整理 

   本市道路施設修繕計画（H29.3）に基づき、現状の道路維持管理計画、道

路維持管理手法及び予算について整理する。 

 

（2）現状の道路維持管理手法における課題・問題点整理 

本市における道路維持管理手法について、現状の課題・問題点をヒアリン

グして整理する。 

 

（3）各種台帳等資料収集整理 

各種データを収集し、データの形態、内容、保管方法、更新状況について

整理する。 

（道路台帳図、橋りょう点検結果、道路附属物台帳、舗装台帳、境界確定図 

など） 

 

（4）3 次元点群データ・全方位動画の計測 

道路空間の現状を3次元の位置情報を持った点群データとして計測する。 

同時に全方位動画を撮影する。 

 

（5）GIS 上へ台帳・3 次元点群点群等データ搭載 

台帳データ類、3 次元点群データ、及び、全方位動画を GIS プラットフォ

ーム上へ搭載し、位置情報を用いて関連付けを行う。 

 

 (6)寸法計測・施工図等資料作成への適用化検討 

点群データを利用した現場確認の代替手法について検討する。           

（現地計測の代用、施工図（交通規制図・協議資料）の作成等現場確認を

伴う作業の支援） 

 

（7）舗装点検等へ適用検討 

3 次元点群データ・全方位動画と電子化した各種台帳データを GIS 上に搭

載し、一元管理及び利活用するシステム（以下、「本システム」という）を

用いた舗装点検手法について適用性を検討する。                  
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(8)道路維持管理トータルシステムの検討 

クラウド上にある GIS プラットフォームを用い、国、県等が行う健全度診断

技術をサポートする仕組み（遠隔診断のサポート）を検討する。 

クラウド上にある GIS プラットフォームを用い、本業務にて検討した効率的

な維持管理手法を組み合わせ、トータルシステムを検討する。 

 

(9)水平展開の検討 

本事業手法の市内全域への適用及び他自治体への水平展開の可能性につい

て検証する。 

官民連携事業として、どのような連携体制を構築し、道路維持管理を行って

いくかを検討する。 

 

図 1-2 調査実施フロー 
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1－3 本市の概要 

本市は神奈川県西部に位置し、市域は東西 17.5km、南北 16.9km で、南西部

は真鶴町・湯河原町・箱根町と、北部は南足柄市・開成町・大井町と、東部は

中井町・二宮町とそれぞれ接している。また、市域の南西部は、大部分が箱根

連山につながる山地で、東部は大磯丘陵につながる丘陵地帯となっている。中

央部は酒匂川が南北に貫流して足柄平野を形成し、南は相模湾に面している。 

人口は約 19 万人、面積は約 114  で、神奈川県の面積の 4.7%を占め、県内

の自治体としては横浜市、相模原市、山北町、川崎市に次いで 5 番目の広さ

を有している。 

生活圏としては、鉄道 5 路線が集中する小田原駅周辺に近隣都市を商圏とす

る商業が古くから集積する一方、鴨宮を中心とした川東地区に複数の郊外型大

規模商業施設が進出している。 

 

1－4 事業発案に至った経緯・課題 

（1）本市が抱えている課題 

  本市では、認定市道約 600 ㎞、橋りょう 551 橋をはじめ、道路照明灯、警

戒標識、大型案内板、道路反射鏡など、数多くの道路施設を管理している。

これらの施設は整備から相当の年数が経過し、老朽化が大きな課題となって

おり、今後、大規模な修繕や更新が集中的に発生することが想定される。 

また、都市計画道路など新設道路の整備や、県道移管など、維持管理してい

る道路施設の増加が見込まれることからも、本市の財政運営は少子高齢化の進

行による税収の減少や扶助費の増加などにより、一層厳しさを増していくこと

が予想され、道路施設の維持管理コストの増大が大きな負担となることが懸念

されている。 

  このような状況を踏まえ、本事業では「より効率的な道路維持管理手法」

の検討を実施した。 

 

（2）上位計画との関連性 

先進的な維持管理手法の導入は、以下に示す本市の各計画にも合致し、その

実現に貢献するものであり、これらに当該事業が位置付けられる。 

・小田原市版公共施設等総合管理計画（平成 28 年 1 月） 

「市有施設の管理運営に係る基本方針改訂版」 

・小田原市道路施設白書（平成 28 年 3月） 

・小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月） 

・第 5 次小田原市総合計画後期基本計画（平成 29 年 3 月） 

「おだわら TRY プラン第 3 次実施計画（平成 29～31 年度）」 
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（3）前頁課題への対策としてこれまで実施している施策など 

表 1-1 これまで実施している施策など 

年 月 施 策 内 容 

H28.1 小田原市版公共施設等総合管理計画 

「市有施設の管理運営に係る基本方

針改訂版」 

Ⅲ．公共施設の適切な管理運営に向

けた基本的な考え方（抜粋） 

 

「維持管理の経費の縮減や効果的な維持

管理を目指すために、研究機関や企業と

の連携強化、新技術や新制度の採用など、

民間活力を施設整備や管理に生かすため

の手法（PPP/PFI など）の導入について

も検討します。」 

H28.3 小田原市道路施設白書 

第 5 章 道路施設の管理方針（抜粋）

5.2 道路施設の管理方針 

(1)点検・診断等の実施方針 

「今後、効率化やコスト縮減につながる

有用な新たな点検・診断方法が確認され

た場合には、積極的な活用に努めます。」

(2)維持管理・修繕・更新等の実施方針 

「今後、効率化やコスト縮減につながる

有用な新たな修繕・更新方法が確認され

た場合には、積極的な活用に努めます。」

(7)管理体制の構築方針 

・民間活力の活用 

「限られた人的・経済的資源で効果的・

効率的に道路施設管理を行うために、 

民間活力の活用を検討します。」 

・維持管理の情報活用 

「施設の諸元情報や点検結果、修繕履歴

といった維持管理の情報を一元化し、効

率的な活用を図ります。」 

H29.3 小田原市道路施設修繕計画 

第 6 章 道路施設の継続的な管理に

向けた取組み 

6.1 施設管理の記録 

「施設の適正な管理と業務の効率化を図

るため、施設の諸元や点検結果、修繕履

歴など維持管理に必要なデータを記録及

び蓄積します。 

6.2 周辺自治体との連携 

「神奈川県都市整備技術センターを通じ

て、周辺市町村との一括発注により施設

点検・修繕の効率化を目指します。」 

6.3 道路施設の統合や廃止に関する検討
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「道路施設をはじめとする社会インフラ

は社会経済活動や地域生活を支える社会

基盤として、日常の交通機能等とともに

防災対策としても重要な役割を担ってい

るため、原則として廃止や統廃合は行わ

ない方針です。 

しかし、人口減少・少子高齢化による

道路施設の使われ方の変化を考慮して、

今後地域の意見を取り入れながら長期的

な視点に立ち方策を検討していきます。」

6.4 定期的な計画の見直し 

「道路施設修繕計画は、定期点検の基本

的なサイクルである 5 年程度を目安に、

PDCA サイクルにより見直しを行ってい

きます。 

計画の見直しにあたっては、新たな点

検の結果や実際の計画の進捗、財政状況、

国の動向等を考慮します。」 

H29.3 第 5 次小田原市総合計画後期基本計

画 

「おだわら TRY プラン第 3 次実施計

画（平成 29～31 年度）」 

施策 29 安全で円滑な地域交通の充実 

（抜粋） 

詳細施策 3 安全な生活道路の整備と維

持管理 

実施事業 道路・橋りょう管理事業 

「市民が安全に通行できる道路空間を提

供するため、道路や橋りょうなど、道路

施設の計画的な点検や修繕に取り組み、

維持管理の充実を図ります。」 

施策 34 自立した行財政運営の推進 

（抜粋） 

詳細施策 2 公共施設の最適化 

実施事業 公共施設マネジメント事業 

「長期保全計画を運用するとともに、施

設に関する情報を一元管理し、複合化や

統廃合などを計画的に行います。また、

民間の活力を生かした施設の整備・管理

運営手法を促進します。」 
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（4）当該事業の発案経緯 

近年、GIS プラットフォームや 3 次元点群データを用いた構造物管理の技術

が構築されてきている。 

このような背景から、本市が管理する道路を対象に GIS（地理情報システム）

と 3 次元点群データ（全方位画像含む）により既存道路空間の情報整理を行い、

システムを活用することにより業務の効率化や管理水準・生産性の向上を図る

手法の検討を行うため本調査を実施するものである。 

 

 

1－5 検討体制の整備 

 

（1）庁内の検討体制 

道路施設の管理は建設部のうち土木管理課及び道水路整備課で行っている。 

土木管理課は、道路や水路等の占用・掘削及び車両制限令に関する許認可、道

路路用地の監理、官民土地境界の確認に関する事務を行っている。 

また、道水路整備課では、道路や橋、河川、水路等の新設・改良、維持補修

を行っており、このうち道路関係では、課長 1 名、副課長 2 名、係長 4 名、担

当 20 名の計 27 名体制となっている。 

 

表 1-2 建設部各課の役割 

       
（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 
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（2）庁内の官民連携推進の取組（体制整備の状況など） 

先進的な維持管理手法の導入は、前述 1-4(3)表 1-1に示す本市の各施策に

も合致し、その実現に貢献するものであり、これらに基づき本市の体制整備を

強化している。  
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2－1 小田原市道路施設の概要  

 

（1）小田原市道路施設の状況 

  

本市は神奈川県西部に位置し、市域は、東西 17.5Km・南北 16.9Km で、南

北軸である国道 255 号や県道 711 号、東西軸である国道 1 号や国道 135 号、

県道 717 号、西湘バイパス、小田原厚木道路が幹線道路網を形成し、道路網

の骨格を形成している。 

さらに、小田原駅周辺を中心として国道 255 号、県道 74 号等が放射状に

広がる道路網を形成している。地区内の生活道路は、城下町という歴史的な

経緯から、狭あいで曲がりくねった道路も多く存在している。 

 

図 2-1 小田原市の路線網図 

※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より 
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本市で管理する道路・構造物は、表 2-1 に示す通りであり、舗装延長 607.3

㎞、橋りょう 551 橋、道路照明灯 1,864 基、標識（警戒標識）695 基、大型案

内版 89 基、道路情報提供装置 15 基、道路反射鏡 2,424 基、道路のり面・土工

構造物 12 箇所である。 

 

表 2-1 小田原市の道路施設の種類と数量 

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 

 

 これらの道路施設に対する維持管理に関する状況の特徴としては、下記が挙

げられる。 

 

①道路施設の配置状況 

それぞれの道路施設は、次頁以降に示す位置図のように、小田原市全域に

配置されている。 

 ②道路の維持管理コスト 

   平成 3 年をピークに大きく減少しており、近年は平成 3 年ごろの規模（15 

億円程度）と比較して半減している。 

 ③土木職員数 

   土木技術職員数は平成 17 年度の 153 人に対し、平成 27 年度には 128 人

と 10 年で 16％の減少となっている。 

 ④道路施設の老朽化の状況 

昭和 42年以前に全管理延長の半分以上にあたる 270.2Km が供用されてお

り、これらの路線は、供用から 50 年程度経過している。 

 

 次頁以降に上記に関するそれぞれの状況について詳細を示す。 
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1）橋りょう位置図 

 橋りょうは、幹線道路である 1 級、2 級市道から生活道路であるその他市

道まで、各地域・路線に整備されている。 

 

 

図 2-2 橋りょう位置図 

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 
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2） 道路照明灯位置図 

道路照明灯は、幹線道路である 1 級、2 級市道を中心に整備されている。 

 

 

図 2-3 道路照明灯位置図 

 

 

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 

  

2-5



 

 

 

3） 道路反射鏡 

道路反射鏡は、幹線道路である 1 級、2級市道から生活道路であるその他

市道まで、多くの箇所に整備されいる。 

 

 

図 2-4 道路反射鏡位置図 

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 
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4）道路の維持管理コスト 

 

道路の維持管理コストは、平成 3 年をピークに大きく減少しており、近年は

平成 3 年ごろの規模（15 億円程度）と比較して半減している。内訳をみると、

橋りょう維持費は増加傾向にあるものの、道路維持費が大きく減少している。 

 

 

 

図 2-5 道路の維持管理コスト 

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 

 

 

表 2-2 維持管理コストと費用比率  

 

 

  

項⽬

橋梁維持費 0.3 2% 0.2 3% 1 12% 0.7 9%

道路維持費 11.8 75% 3.6 53% 4.2 51% 3.7 49%

道路橋りょう総務費 3.7 23% 3 44% 3.1 37% 3.2 42%

合計 15.8 6.8 8.3 7.6

Ｈ3 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

ピーク 15.8 億程度 Ｈ26 7.6 億程度 
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5）土木職員数 

 

本市の職員数は、平成 17 年度以降 1,200 人程度で推移しており、近年は大き

な変化はない。 

しかし、土木技術職員数は平成 17 年度の 153 人に対し、平成 27 年度には 128 

人と 10 年で 16％の減少となっている。 

今後も土木技術職員数の減少傾向が続いた場合においても、都市計画道路の

整備などにより維持管理していく道路施設は増えていくことから、いっそう効

率的な業務実施が必要となる。 

 

 

図 2-6 職員数の推移  

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より）
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6）道路施設の老朽化の状況 

 

①路線の供用年度 

年度別の道路の供用延長をみると、昭和 42 年以前に全管理延長の半分以上に

あたる 270.2Km が供用されていることがわかる。これらの路線は、供用から 50

年程度経過しており、今後、各道路施設の老朽化が進行していくことが懸念さ

れる。 

 

 

図 2-7 年度別道路供用延長  

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 

 

②橋りょうの供用年度 

橋りょうの供用年度をみると、高度経済成長期の後半（昭和 40 年代）から平

成元年頃にかけて、毎年 5 橋前後の橋りょうが供用されている。しかし、供用

年不明の橋りょうが 364 橋と 2/3 を占めており、これらは古い年代に供用され

たと考えられることから、多くの橋りょうで老朽化が進んでいると想定される。 

 

図 2-8 年度別橋りょう供用数  

（※小田原市道路施設白書（平成 28 年 3 月）より） 
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（2）小田原市道路施設の維持管理手法 

  

  本市の道路施設の維持管理手法について整理する。維持管理は、小田原市

道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）に則り、道路施設を、①舗装、②橋りょう、

③道路付属物、④道路のり面・土工構造物に分類し、それぞれに対して下記の

基本方針で維持管理している。 

 

 

①舗装 

 点検：日常点検（道路パトロール）、臨時点検のほか、定期点検を以下の頻

度、方法にて実施し舗装の状態を把握する。 

 

表 2-3 舗装の点検手法の概要  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

 

 管理水準：道路種別により管理を区分し、以下のように管理水準を設定する。 

 

表 2-4 舗装の管理水準  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より）
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 対策の優先順位：同時期に多くの修繕が必要となった場合に、限られた予算

の中で優先順位をつけて対策を行うために、舗装における

対策の重要度を評価する指標を設定する。 

 

表 2-5 舗装：重要度評価指標および重要度を高く評価する区間  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

上記で設定した重要度の評価の区分と、施設の状態に関する指標から、対策 

の優先度を評価する。 

 

図 2-9 舗装に関する優先度評価方法 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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②橋りょう 

 

点検：日常点検（道路パトロール）、臨時点検のほか、定期点検を以下の頻

度、点検基準に準拠した方法にて実施して橋りょうの状態を把握する。 

 

表 2-6 点検手法の概要  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

 

診断の内容：点検基準に準拠した健全度・対策区分の判定に従い、点検結果

の診断を実施する。 

 

表 2-7 健全度及び対策区分の判定の内容  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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対策の優先順位：同時期に多くの修繕が必要となった場合に、限られた予算

の中で優先順位をつけて対策を行うために、橋りょうにお

ける対策の重要度を評価する指標を設定する。 

 

表 2-8 橋りょう：重要度評価指標および重要度を高く評価する橋りょう  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

上記で設定した重要度の評価の区分と、施設の状態に関する指標から、対

策の優先度を評価する。 

 

 
図 2-10 橋りょうに関する優先度評価方法  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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③道路付属物 

 

点検：日常点検（道路パトロール）、臨時点検のほか、定期点検を以下の頻度、

点検基準に準拠した方法にて実施して道路附属物の状態を把握する。 

 

表 2-9 点検手法の概要 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

 

健全度・対策区分の判定：点検基準（神奈川県市町村版定期点検要領（案）【道

路標識、道路照明施設、道路情報提供装置編】）に基づき、Ⅰ～Ⅳの 4 段階

で健全度を区分する。 

 

表 2-10 全度と対策区分の判定の内容 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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対策の優先順位：同時期に多くの修繕が必要となった場合に、限られた予算の

中で優先順位をつけて対策を行うために、道路附属物における対策の重要度

を評価する指標を設定する。 

 

表 2-11 道路附属物：重要度評価指標および重要度を高く評価する施設 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

 

上記で設定した重要度の評価の区分と、施設の状態に関する指標から、対

策の優先度を評価する。 

 

図 2-11 橋りょうに関する優先度評価方法  

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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④道路のり面・土工構造物 

 

点検：日常点検（道路パトロール）、臨時点検のほか、10 年に 1 回の頻度で

定期点検（道路防災総点検）を実施する。 

 

表 2-12 点検・診断等の実施手法（道路のり面・土工構造物） 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 

 

 

診断の内容：点検基準に準拠した判定区分に従い、点検結果を診断する。 

 

表 2-13 判定区分の内容 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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対策の優先順位：道路のり面・土工構造物における優先度評価指標について、

対策の重要度を評価する指標を設定している。 

 

表 2-14 道路のり面・土工構造物：重要度評価指標および重要度を高く評

価する区間 

（小田原市道路施設修繕計画（平成 29 年 3 月）より） 
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2－2 道路維持管理の課題 

 

（1）道路台帳類に関する業務における課題 

①台帳の利用に際し、ほぼ紙ベースで情報が電子化されていないため、コピ

ー機などによる複製に限られ、文書化や図面化する際に手間がかかり、

用途が限られるという課題がある。 

②必要な情報の検索に時間がかかることや、台帳全体のバックアップが困難

であり、欠損や汚損、紛失などのリスクが生じるという課題がある。 

③更新に手間がかかり、履歴を正確に管理することが困難という課題がある。 

④台帳作成のための現状調査が必要であり、時間と費用を要するという課題

がある。 

⑤ 道路台帳図は電子化されているが、システムが幅員確認に特化しており、

道路付属物等との一元管理ができていないという課題がある。 

 

（2）点検業務や維持管理業務における課題 

①舗装については、平成 25～26 年にわたり、全路線について路面性状調査

を行った。その結果から補修計画を立てて実施しているが、過去の補修

履歴が残っていないため、補修範囲の算定や予算平準化検討に支障が生

じ得るという課題がある。 

②その他、橋りょう等道路構造物、法面、道路付属物等の点検に関しては、

過去の損傷や補修補強の履歴に関するデータを正確に管理できる台帳が

整備されていないため、損傷の進展具合の把握が困難となり、見落とし

や判断ミスが生じ得るという課題がある。また、その結果、事後保全と

なり、ライフサイクルコストが増大し得るという課題がある。 

③舗装修繕工事の発注の工事資料作成時に、図面作成を中心とした資料作 

成に数日間掛かっている、という課題がある。 
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